
































































































































































































































































































































































































































物科学』 No.142　第52巻第３号 , 農山漁村文化協会，p.172にも同様の指摘があり、依然と
して対応がなされていない様がうかがえる。
35 野生動物の管理とは、鈴木正嗣（2013）「野生動物の管理」，村田浩一・坪田敏男編『獣医学・
応用動物系学生のための野生動物学』，文永堂出版，p.273によれば、｢種や個体群の存続の
みを目的とする取り組みではなく、ましてや個体レベルの生命を過度に偏重するもので
もない。それは、生物多様性の保全を重視しつつ、関係者や地域社会の利害関係を科学
的な情報に基づき調整するプロセス ｣であると説明されている。
36 ツキノワグマは21府県で計21計画が、ニホンザルは20府県で計20計画が、日本カモシカは
７県で計７計画が、カワウは２県で計２計画が策定されている。http://www.env.go.jp/
nature/choju/plan/plan3-1a.html（2013年９月９日閲覧）
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も、特定計画策定には、当該特定鳥獣の生息調査と個体数の調整に関する検討
（個体数推移の推定）等を含め、かなりの事前調査と専門的な知見を要すること
になるからである。そのため、都道府県の野生動物保全に係る担当者数が十分
とは言えず、策定を見送る種も出てきているようである。
ここであらためて、科学的基盤を強化して政策に結び付けることの法政策的
根拠と必要性、及び政策の実現に法定計画を利活用することの有益性を検討し
ておく。前者は、「生物多様性国家戦略2012-2020」においても新規に確認され
たことである。併せて、この生物多様性国家戦略は、生物多様性基本法12条１
項によれば、環境基本計画を基本として策定され、同条２項によれば、環境基
本計画及び生物多様性国家戦略以外の国の計画は、生物の多様性の保全及び持
続可能な利用に関しては、生物多様性国家戦略を基本とするものとすると規定
されている 
37
のであるから、基本戦略の新たな方針としての「科学的基盤の強化」
は、より推進されていくべきであろう。次に、後者の法定計画の利活用につい
ては、法定計画の法的性質からは、明確な指針を解することは難しいながらも、
一定の目標をその実現のための方策を将来にわたって予定するものであるから、
政策基本決定（目標設定性）と行政執行活動（手段の総合性）に関しての有益
なツールであるとされている 
38
。また、その策定における参加論・手続論を巡っ
ての一定の議論がある 
39
。ゆえに、実効性のある法定計画の制定には、専門的か
つ科学的知見に加えて、その目標設定と実施施策においては計画間の調整及び
策定方法としての参加や手続き適正の確保が必要となる。さらには都道府県（及
び市町村）の計画として存在するためには、地方自治・分権化に関わる問題も
37 さらには、生物多様性基本法13条で、「都道府県及び市町村は、生物多様性国家戦略を基本
として、単独で又は共同して、当該都道府県又は市町村の区域内における生物の多様性の
保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画（生物多様性地域戦略）を定めるよう努め
なければならない」と規定されている。よって、｢生物多様性の確保 ｣のためには、特定計
画が生物多様性地域戦略と整合性をもつように協議・検討されていくことが必要である。
38 見上崇洋（2008）「行政計画」，磯部　力・小早川光郎・芝池義一編『行政法の新構想　Ⅱ』，
有斐閣，p.52。
39 見上崇洋（2008）前掲38）p.54。
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狩猟動物の確保から生物多様性保全へ
議論されねばならないといえ、それらを請け負う自治体には、国によるより厚
いサポート（人的技術的及び経済的資源）の提供が必要になるといわねばなら
ない。
３点目に、各自治体による｢地域の実情に即した｣野生動物の管理が確実に
進められねばならないことである。行政計画に基づく政策展開という点では、
２点目の都道府県が所管する特定計画制度においてもこの点は必須であるが、
殊に市町村にその権限が移譲されている獣害防止については、この観点が求め
られよう。
よって、野生動物による農業被害の深刻さをうけて、2007年（平成19年）に成
立した鳥獣被害防止特措法の適正な運用がなされねばならないといえる。鳥獣被
害防止特措法とは、鳥獣保護法９条１項の「鳥獣による生活環境、農林水産業又
は生態系に係る被害の防止 
40
」のための施策を、総合的かつ効果的に推進し、農林
水産業の発展及び農山漁村地域の振興に寄与するために、市町村 
41
が主体的に対策
に取り組むことを規定したものである（特措法１条）。基本的には、農林水産大
臣が被害防止施策と基本指針を策定し（特措法３条１項）、この基本指針に即し
て、市町村が被害防止計画を作成するとともに（特措法４条１項）、被害防止計
画を策定した市町村に対して、国等が税制上の措置等、各種の支援措置を講ずる
ことが規定されている（特措法８条以下）。もちろん被害防止計画は、鳥獣保護
計画（鳥獣保護法４条１項）や特定計画（鳥獣保護法９条１項）が定められてい
る都道府県の区域内にあっては、これらの法定計画と整合性のとれたものでなけ
ればならないと規定されている（特措法４条４項）。なお、特措法19条には、被
害防止施策を講じるにあたり、「生物の多様性の確保」等に留意することが明記
40 アライグマやヌートリア等の外来生物も、鳥獣保護法の適用除外となっているトドも含
まれている。
41 自由民主党農林漁業有害鳥獣対策検討チーム編著（2008）『Q&A　早わかり鳥獣被害防止
特措法』大成出版社，p.8によれば、市町村が主体となる理由は、被害の状況を適格に把
握しうる最も現場に近い行政機関が、各種支援を活用して、農林水産被害対策の中心と
なって、地域の実情に即した対策を実施できるようになり、主体的に対策に取り組める
ことで、効果的な被害防止が図れることを意図してのものであると説明されている。
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されている。以上のように、他の法定計画制度との整合性は図られているものの、
２点目の特定計画制度が、特定の目標に対してかなりの程度で学術研究的合理性
と（財務及び議会説明等の）行政的合理性を必要とする「消極的」な数の調整が
行われているものに対して、この被害防止計画は、むしろ「積極的」ともいえる
位置づけのようである。というのも、既に現実のものとして認識されている被害
を防止するために、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策に関する「補助金ありき」を前
提として行われる施策であるからであり、各自治体の現場では、ブームに乗るか
の如くの非科学的かつ場当たり的な運用がなされているようである 
42
。
すなわち、鳥獣害対策事業がすべて税金で行われているがゆえの、地域の主
体性の無さがもたらす問題点 
43
や狩猟者のモラルの低下がもたらす問題点 
44
も確認
されているのである 
45
。さすれば、運用面での不備の多くは制度面の不備ともい
えるのであり、こうした部分をより補充し 
46
、現場における適切な制度運用のた
めの人・技術や知見・予算等を回せるような制度設計が求められているといえ
42 農林水産省の鳥獣被害防止緊急捕獲対策の一環で補助金が支給されている。これは、2012
年（平成24年）３月に鳥獣被害防止特措法が改正されたことを踏まえ、鳥獣被害対策実施
隊の設置促進・活動強化や、効率的・効果的な対策をさらに推進する政策策定に基づく
ものであり、金額は、鳥獣被害防止総合対策交付金として95億円（2013年度（平成25年度）
予算）である。農林水産省が取組を始めた意義は大きいものの、補助金額も上がるため
それがいわゆる「ばらまき」にならないように、常に実効性が担保されるように、監視
していく必要がある。
43 安田　亮「鳥獣害における市町村担当者の役割」，江口佑輔監修『動物による農作物被害
の総合対策』，誠文堂新光社，pp.168-172に、市町村担当者が直面する課題及びその打開策
が明確に提示されている。
44 「国の獣害補助金水増し防止策　牙の提出　漁師「嫌っ !!」」（中日新聞2013年８月３日）
によれば、補助金の不正受給の実態を踏まえ、その法施策が検討されている様が報じさ
れている。
45 他に考慮すべきこととして、特にアライグマやヌートリア等の特定外来生物による農業
被害の場合には、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（いわゆ
る特定外来生物法）により、運搬が禁じられているため、その場での殺傷が義務付けら
れている。よって、現場での判断を誤らせないためにもより精緻な被害防止計画の策定
が求められているといえる。
46 現行の特措法に定められている市町村に対する県の援助としては、鳥獣被害対策につい
ての情報が十分でない市町村が被害防止計画を作成するのは非常に困難であるため、都
道府県知事に対し、鳥獣の生息状況及び生息環境に関する情報の提供、被害防止対策に
関する技術的助言等を求めることができる（特措法５条）等の規定がある。しかしながら、
筆者はそれでもまだ不十分であると考えている。
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狩猟動物の確保から生物多様性保全へ
る。なお、現状においては、鳥獣害対策事業には、「補助金」が導入されてい
るため、「公」は鳥獣害対策並びに野生動物管理の執行補助者といえそうであ
る。すなわち、鳥獣害被害が出たことに対しての管理責任は問われておらず、
「補償金」という形ではないこと等からも「公」は、野生動物の直接の管理者
とはいえず、今後は誰が野生動物の管理者であるべきか、並びに、誰がどこま
での責任を担うべきかということが検討されていかねばならないといえよう 
47
。
併せて、「地域の実情に即した」順応的ガバナンスの確立のために、まずもっ
て地域住民の関心を高め、協力を得る体制を整備することが必要となる。そも
そも被害防止計画立案のためにはモニタリング調査が求められるのであり、こ
の精度と密度を高めるための各種の方策は、地域の主体性を高めるためにも有
益である。そのためにも、獣害被害の多くは私人の財産に対してのものである
ため、有害鳥獣捕獲により受益が期待される地域住民、とりわけ農業従事者に
は、被害防止計画の策定のための事前調査やその実施段階のモニタリングへの
協力義務というものを課すことも検討するべきであろうと思われる。
４点目に、「生物多様性の確保」のための実質的な有形力の行使たる狩猟の
仕組み、つまり狩猟免許制度及び狩猟許可制度のあり方が再検討されねばなら
ない。特定計画及び被害防止計画の実施のためには、生態系もしくは生物多様
性を保全するための調整機能を果たすための狩猟というものが必要とされてき
ている。とすれば、それをより効果的に実施することが求められており、従来
の伝統狩猟（猟師、スポーツハンター、猟友会メンバー等が行なう狩猟の総称
で「一般狩猟」ともいう。）のみでは対処しきれなくなっているところが大き
いからである。
47 鈴木克哉は、鈴木（2013）「なぜ獣害対策はうまくいかないのか」，宮内泰介編（2013）前
掲30），pp.70-72において、行政が果たすべき役割として、「行政が担う役割を明確にして
住民に説明責任を果たすこと」と「地域住民が主体的に実施する対策の支援」をあげて
いる。ここで、行政が担う役割を明確にするにあたり、地方自治体が野生動物管理のど
こまでを公共サービスとして担えるかについては、別途検討せねばならない課題である
と思われる。
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そもそも、野生動物の捕獲には、それらの種の生態や行動特性のみならず、
地域の地形や捕獲技術を熟知している必要がある。さらに、法令遵守と安全管
理が求められるため、だれでも対応できるものではなく、また技術習得に時間
を要するものである。そのため、上記２点目及び３点目の科学的かつ専門的な
個体数調整及び｢地域の実情に即した｣有害鳥獣捕獲の実施を必要とする計画が
作成されようとも、その実施の多くは、未だ伝統狩猟を行う狩猟者にボランティ
ア的に頼らざるを得ない現状にあり、趣味的な活動を行っている狩猟者にまで
大きな負担を強いている。つまり、原則として、狩猟免許所持者を許可対象者
としており、伝統狩猟を前提とした制度である狩猟免許が、許可捕獲（鳥獣保
護法９条１項）にも用いられているということになるのである。そのため、本
来野生動物を適切に管理していくためには、狩猟者が担うべき役割のほかに、
計画的・戦略的に捕獲を行っていく管理捕獲の体制とそのための専門的な技術
を行使するという役割が必要であるといえ 
48
、狩猟免許及び管理捕獲のための制
度の適正化 
49
が求められている 
50
。
このように狩猟免許制度及び狩猟許可制度は、進化以前の鳥獣保護法から、
進化した後の同法への質の転換に、十分に対応できていない部分であるといえ
48 こうした現状を受けて、野生動物の管理のためには culling（「野生動物においては、個
体数削減や被害軽減などを目的に動物を捕殺すること。広義には狩猟（hunting）も含ま
れるが、より公共性や事業性、専門性が高い捕獲活動をいう。」）、シャープシューティン
グ（「一定レベル以上の技能を備えた専門的・職能的捕獲技術者の従事を前提とする、銃
器を用いた捕獲体制の総称。」）等の有害鳥獣捕獲が求められている。なお、culling 及び
シャープシューティングの定義は、いずれも梶　光一・伊吾田宏正・鈴木正嗣編 (2013)『野
生動物管理のための狩猟学』，朝倉書店，p.55から引用した。
49 中央環境審議会　自然環境部会　鳥獣保護管理のあり方検討小委員会（平成15年８月７
日開催）の資料4-3によれば、適切な個体群管理を図るために、管理のための捕獲（≒許
可捕獲）を拡大し、安全かつ効果的に捕獲を行う新たな仕組みや体制を構築する必要が
あるとされている。そのうえで、鳥獣捕獲技術者（仮称）資格や鳥獣捕獲事業者（仮称）
認定制度の創設が提言されている。
50 専門的捕獲技術者の必要性については鈴木正嗣（2013）「専門的捕獲技術者の必要性」，梶 
光一・伊吾田宏正・鈴木正嗣編（2013）前掲48），pp.81-88に詳しく、シャープシューティ
ングの実施に際して現行法の規制が呈する問題点は、同じく須藤明子（2013）「カワウに
おける個体群管理のための捕獲」，梶　光一・伊吾田宏正・鈴木正嗣編（2013）前掲48），
pp.98-107に詳しい。
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狩猟動物の確保から生物多様性保全へ
る。前述のように1999年（平成11年）に、狩猟者の減少防止のためにいくばく
かの改正もなされたが、現行の狩猟免許制度は、「生物多様性の確保」のため
の現場における保全管理の実効性を担保するには不十分な点が散見されるとい
え、速やかな法制度改正が求められる。せっかく２点目及び３点目の政策を通
じて、生態系及び生物多様性を科学的かつ計画的に保全管理していく仕組みが
出来上がりつつも、捕獲という実施段階で実効性に欠けるところが残されてし
まっているからである。
５点目に「鳥獣の生息地の保護及び整備を図る」ための保全事業として、生
息地、生態系の劣化を適時にくいとめる施策が整備されていかねばならない。
2002年（平成14年）新・生物多様性国家戦略では、重点を置くべき施策の基本
的方向として保全の強化、自然再生、持続可能な利用を掲げた 
51
。2003年（平成
15年）には自然再生推進法 
52
が議員立法により制定されてもいる。鳥獣保護法に
「鳥獣保護区における保全事業」が規定されたのは、2006年（平成18年）である。
ここでは、環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の保護を図るために特に必要が
あると認められる区域を鳥獣保護区に、生息地の保護を図るために特に必要が
あると認められる区域を特別保護地区に指定できるとされている 
53
。すなわち自
然再生の必要が生じる前の段階においてそこまで環境が悪化する前に生態系や
生息地の劣化をくいとめるための仕組が導入されたのである 
54
。とすれば、環境
大臣又は都道府県知事には、生息地の劣化を事前に食いとめることが課せられ
ているともいえ、定常的なモニタリングと保護を図る必要性の有無の判断が適
時適確になされねばならないといえる。
51 2002年（平成14年）新・生物多様性国家戦略の第２章第１節 p.36。なお2007年（平成19年）
に第３次生物多様性国家戦略として改訂された。
52 2002年（平成14年）12月11日法律第148号。
53 2013年度（平成15年）鳥獣統計（暫定版）によれば、2011年度（平成23年）国指定鳥獣保
護区は73地区、国指定鳥獣保護区特別保護地区は62地区（いずれも２県以上にまたがる
重複数値を除いたもの）である。また、同年度都道府県指定鳥獣保護区は3,734か所、都
道府県指定鳥獣保護区特別保護地区は529か所である（2013年（平成25年）11月25日閲覧）。
54 及川敬貴（2010）前掲３）p.52。
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結びにかえて
　以上のように、鳥獣保護法の進化は、野生動物の適切な保護と保全が注目さ
れたことによって、大変活発な政策展開を呈してきている。これらは、生物多
様性基本法附則２条に規定する、政府がなすべき検討及び必要な措置 
55
といえ、
今後の動きに一層の注視が必要となるといえよう。
末筆ながら、野生動物保護管理学を柱とする野生動物保全分野において見識の浅い筆者に、
多くのご専門家の方々からご助力・ご協力をいただいていることに感謝したい。なかでも鈴
木正嗣教授（岐阜大学）及び須藤明子さん（株式会社イーグレット・オフィス専務）には、
貴重なお時間をいただきお話をうかがえたことや、快く資料をご提供いただいていることに、
心からお礼申し上げる。なお、本稿において、もしも野生動物保全分野及び野生動物保全行
政に関しての解釈に過ちがあるとすれば、全て筆者の責めに帰するものであることをここに
申し添えておく。
本研究は、挑戦的萌芽研究「生物多様性基本法に基づく新たな地域資源管理―「環境法化」
と地域戦略のシナジー」（研究課題番号24653024：研究代表　及川敬貴准教授・横浜国立大
学・環境情報研究科(研究院)）、並びに基盤研究（C）「所有権の内在的制約を自然資源管理
の観点から考える――重層性と協働性に着目して」（研究課題番号25380142：研究代表　神
山智美）の研究成果の一部である。
55 この点につき、及川敬貴は及川（2010）前掲３）p.69にて「政府の責務の一部」とし、北
村喜宣は北村（2013）前掲12）p.109にて、「立法的行政的対応の義務付け」と記している。
